
 

 

 

 

２０２０年３月３１日 

各位 

株式会社十六銀行 

 

＜民事信託＞受託者向け信託口口座の取扱開始について 
 

株式会社十六銀行（頭取 村瀬 幸雄）は、多様化するお客さまの資産管理・資産承継ニーズに

お応えするため、民事信託の受託者向け信託口口座の取扱いを開始します。  

民事信託は、認知症などにより自身の財産管理が困難となる場合に備え、預金や不動産等の資産管理を、

信託契約によりご家族などに委託するものです。このご家族などが受託者となる信託は、信託銀行等が

受託者となる商事信託に対し、民事信託や家族信託などと呼ばれております。 

民事信託において、受託者は受託した預金について、自身の預金口座と分別して管理し、その取引の

記録等をするために専用口座の開設の必要があり、今般それに対応した口座の取扱いを開始するものです。 

当行は２０１９年５月に、一般社団法人民事信託士協会（代表理事 大貫 正男、以下「民事信託士協会」と

いいます。）と、民事信託制度を利用した適切な資産管理及び円滑な資産承継の普及・推進のための

協働取組について合意しており、本件信託口口座についても、民事信託士協会が持つ専門的知見・

ノウハウの提供を受けております。なお、民事信託士協会とは、引き続き民事信託制度の適切な利用・

普及のため、民事信託士の取次など協働取組を拡大していく予定です。 

超高齢社会・人生 100 年時代を迎えた今、当行では今後とも、地域のお客さまの適切な老後の

資産管理・円滑な資産承継に資する幅広い商品・サービスの提供に努め、生涯にわたる金融取引で

お客さまに寄り添い続けてまいります。 

記 

１．取扱開始日 

 ２０２０年４月１日（水） 

 

２．＜民事信託＞受託者向け信託口口座の内容 

預 金 科 目 普通預金（決済専用型）  

口 座 名 義 
「委託者○○○○ 受益者△△△△ 信託口 受託者□□□□」 

もしくは「委託者兼受益者○○○○ 信託口 受託者□□□□」 

キ ャ ッ シ ュ カ ー ド 発行可（本人カードのみ）  

インターネットバンキング 利用可  

手 数 料 
口座開設手数料： 100,000 円（消費税別）  

口座管理手数料：なし  

※ 委託者・受託者・受益者すべてが個人の信託契約に限ります。 ※ 口座開設には、当行所定の審査があります。 

以 上 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

個人営業部  資産運用グループ  宮崎 ＴＥＬ（０５８－２６６－２５２５） 

経営企画部 ブランド戦略室（広報担当） ＴＥＬ（０５８－２６６－２５１２） 

株式会社十六銀行 〒500-8516 岐阜市神田町８丁目２６番地 

 

ＮＥＷＳ ＲＥＬＥＡＳＥ 



 

【ご参考】 

＜資料①＞ わが国の認知症の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料②＞ 民事信託と商事信託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資料③＞ 一般社団法人民事信託士協会について                （2020年 3月 31日 現在） 

所 在 地 東京都中央区日本橋二丁目 16番 13号 

代 表 者 
代表理事 大貫 正男 

〃    森 登規雄 

設 立 2014年 4月 8日 

業 務 内 容 
民事信託制度の幅広い活用と適正かつ円滑な運用等のため、民事信託士※の

資格付与検定を運営し、その管理を行う。 

所属民事信託士  301名（うち岐阜県 2名、愛知県 16名） 

関 連 団 体  一般社団法人民事信託推進センター 

※ 信託業法の適用を受けない民事信託に関して、当事者の依頼により、民事信託に関する相談業務やスキーム構築の

ほか、受益者保護や信託事務遂行の監督等の業務を行う者としての受益者代理人・信託監督人、信託事務受託者

（信託法第 28条）を担える者。（同協会が商標登録済） 

 

民 事 信 託 

出典：厚生労働省「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～の概要」 

「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」 

85 歳以上の高齢者の  
半数は認知症に罹患  

認知症罹患者は増加見込み  

認知症にかかっている方の割合（年齢別） 日本における認知症の人の将来推計 

信 託 

商 事 信 託 

 営利を目的とせず、特定の相手と原則 1回限りで交わされる信託行為 

 信託業法の適用を受けない（＝受託者は個人・法人に関係なく誰でもなることができる） 

 無報酬で行われる場合もある 

 営利を目的として、不特定多数の相手と反復して交わされる信託行為 

 信託業法の適用を受ける（＝受託者は金融庁の認可を受けた法人） 

 受託者に対し、信託報酬や手数料が支払われる 


